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１【内部統制報告書の訂正報告書の提出理由】
　2026年５月21日に提出いたしました2026年２月期（自　2025年３月１日　至　2026年２月28日）内部統制報告書の記

載事項に誤りがありましたので、金融商品取引法第24条の４の５第１項に基づき、内部統制報告書の訂正報告書を提出

するものであります。

 

２【訂正事項】
３　［評価結果に関する事項］

 

３【訂正箇所】
「３．訂正箇所及び訂正の内容」に記載しております。

 

１．訂正の対象となる内部統制報告書の提出日

 

2026年５月21日

 

２．訂正の理由

（１）財務報告に係る内部統制の評価結果を訂正するに至った経緯

　当社は、2027年２月期第１四半期の連結財務諸表を作成する過程で異常値を把握したことを契機に社内調査を
行ったところ、2025年６月に完全子会社化したペッツファーストホールディングス株式会社（以下「ＰＦＨ社」と
いい、同社及びその子会社を「ＰＦＨ社グループ」という。）において不適切な会計処理の疑義があることが判明
いたしました。これを受け、当社は2026年７月３日開催の取締役会において、事実関係の解明、原因の究明、類似
事象の有無の確認、連結財務数値への影響額の算定及び再発防止策の提言を目的として、外部専門家のみにより構
成される特別調査委員会を設置いたしました。
　当社は、2026年10月２日、特別調査委員会の調査報告書を受領し、同報告書に記載された調査結果から、ＰＦＨ
社から当社に提出された各四半期の連結レポーティング・パッケージ（以下「連結ＲＰ」という。）に、会計シス
テム上の数値を基礎として作成されたＰＦＨ社グループの連結数値とは異なる数値が使用されていたこと、棚卸資
産に係る未実現利益の消去漏れ及び貸倒引当金、賞与引当金の計上先送りが行われていたことが判明いたしまし
た。当社は、この会計処理の修正のため、当連結会計年度の決算を訂正するとともに、2026年２月期の有価証券報
告書及び半期報告書の訂正報告書を別途提出いたしました。
　当社は、改めて財務報告に係る内部統制の再評価を行った結果、当社において、新規連結子会社固有のリスクに
応じた買収後の統合推進体制（以下「ＰＭＩ体制」という。）の構築や追加的な財務報告モニタリングが行われて
いなかったこと、当社の連結決算手続が、提出された連結ＲＰと月次業績報告との一致確認を中心とし、会計シス
テム及び連結精算表との突合を行っていなかったこと、ＰＦＨ社において、財務報告責任者の適格性を確保するた
めの選任・配置プロセスが明確化されておらず、また、取締役会による財務報告に対する監督機能が実効的に果た
されていなかったことの不備は、財務報告に重要な影響を及ぼす可能性が高いため、開示すべき重要な不備に該当
すると判断し、財務報告に係る内部統制の評価結果を訂正することといたしました。

 

（２）開示すべき重要な不備の内容

　当社の全社的な内部統制及び全社的な観点から評価することが適切な決算・財務報告プロセス、並びにＰＦＨ社
の全社的な内部統制において認識された開示すべき重要な不備の内容につきましては「３．訂正箇所及び訂正の内
容」に記載のとおりです。

 

（３）訂正の対象となる内部統制報告書に開示すべき重要な不備の記載がない理由

　当初の内部統制報告書における「２［評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項］」に記載のとおり、財務
報告に係る内部統制の評価は2026年２月28日を基準日として行われており、評価に当たっては、評価の基準日は適
切であったと判断しております。全社的な内部統制の評価範囲及び全社的な観点から評価することが適切な決算・
財務報告プロセスの評価範囲の選定については、金額的及び質的重要性の観点から当社及び連結子会社（ＰＦＨ社
グループの中核事業会社であるペッツファースト株式会社を含む。）を評価の対象範囲内としており、当初の内部
統制報告書における評価範囲の選定については、現時点においても適切であったものと判断しております。
　一方で、当社において、新規連結子会社固有のリスクに応じたＰＭＩ体制の構築や追加的な財務報告モニタリン
グが行われていなかったこと、当社の連結決算手続が、提出された連結ＲＰと月次業績報告との一致確認を中心と
し、会計システム及び連結精算表との突合を行っていなかったこと、ＰＦＨ社において、財務報告責任者の適格性
を確保するための選任・配置プロセスが明確化されておらず、また、取締役会による財務報告に対する監督機能が
実効的に果たされていなかったことから、評価手続は適切でなかったものと判断しております。
　この事実の判明が基準日以降であったため、訂正の対象となる内部統制報告書の提出日においては、当該開示す
べき重要な不備を把握することができず、2026年２月期の内部統制は有効と判断するに至り、訂正の対象となる内
部統制報告書に開示すべき重要な不備を記載することができませんでした。
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（４）開示すべき重要な不備を是正するために実施された措置と是正の状況
　今回の一連の開示すべき重要な不備は当事業年度末日後に発覚したため、当該不備を当事業年度末日までに是正
することができませんでした。なお当社ではこの開示すべき重要な不備に対し、今後、「３．訂正箇所及び訂正の
内容」に記載した再発防止策を設定・実行し、適切な内部統制の整備・運用を図っていく予定でありますが、本書
提出日現在、この開示すべき重要な不備の是正には至っておりません。

 

３．訂正箇所及び訂正の内容

 

訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。

 

　３［評価結果に関する事項］

　（訂正前）

　上記の評価の結果、基準日現在において、当社グループの財務報告に係る内部統制は有効であると判断しまし

た。

 

　（訂正後）

　下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告の適正性に重要な影響を及ぼすものであり、開示す

べき重要な不備に該当すると判断しました。したがって、基準日現在において、当社グループの財務報告に係る内

部統制は有効ではないと判断しました。

 

記

 

　当社は、2027年２月期第１四半期の連結財務諸表を作成する過程で異常値を把握したことを契機に社内調査を
行ったところ、2025年６月に完全子会社化したＰＦＨ社において不適切な会計処理の疑義があることが判明いたし
ました。当社は、2026年７月３日開催の取締役会において、事実関係の解明、原因の究明、類似事象の有無の確
認、連結財務数値への影響額の算定及び再発防止策の提言を目的として、外部専門家のみにより構成される特別調
査委員会を設置いたしました。
　当社は、2026年10月2日、特別調査委員会の調査報告書を受領し、同報告書に記載された調査結果から、ＰＦＨ
社から当社に提出された連結ＲＰに、会計システム上の数値を基礎として作成されたＰＦＨ社グループの連結数値
とは異なる数値が使用されていたこと、棚卸資産に係る未実現利益の消去漏れ及び貸倒引当金、賞与引当金の計上
先送りが行われていたことが判明いたしました。当社は、この会計処理の修正のため、当連結会計年度の決算を訂
正するとともに、2026年2月期の有価証券報告書及び半期報告書の訂正報告書を提出いたしました。
　当社は、特別調査委員会の原因分析及び当社の検討の結果、不適切な会計処理が生じた原因及び内部統制上の不
備として、以下を認識しております。

 

・当社において、新規連結子会社固有のリスクに応じたＰＭＩ体制の構築や追加的な財務報告モニタリングが行わ
れていなかったこと：（リスクの評価と対応）
・当社の連結決算手続が、提出された連結ＲＰと月次業績報告との一致確認を中心とし、会計システム及び連結精
算表との突合を行っていなかったこと：（全社的な観点から評価することが適切な決算・財務報告プロセス）

・ＰＦＨ社において、財務報告責任者の適格性を確保するための選任・配置プロセスが明確化されておらず、ま

た、取締役会による財務報告に対する監督機能が実効的に果たされていなかったこと：（統制環境）

 
　当社は、これらの不備が財務報告に重要な影響を及ぼしており、開示すべき重要な不備に該当すると判断しまし
た。
　上記事実は当事業年度末日後に発覚したため、当該不備を当事業年度末日までに是正することができませんでし
た。
　なお、上記の開示すべき重要な不備に起因する必要な修正事項は、全て当事業年度の有価証券報告書及び半期報
告書の訂正報告書に係る連結財務諸表及び中間連結財務諸表に反映いたしました。
　当社は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用の重要性を認識しており、開示すべき重要な不備を是正し、適
切な内部統制を整備し運用するために、以下の取り組みを行ってまいります。
 
［再発防止策］

１．新規連結子会社固有のリスクに応じたＰＭＩ体制の構築
２．連結精算表及び提出用連結ＲＰと各子会社会計システムデータとの照合を含む、新規連結子会社に対する財務

報告モニタリングの強化
３．ＰＦＨ社の財務報告責任者の適格性確保に向けた選任・配置プロセスの見直し
４．ＰＦＨ社における取締役会の実効性確保
５．グループ内部通報制度の周知徹底及び社内研修・教育の実施

以　上
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